
① ② ③

地方創生への事業効果 今後の方針

　①　非常に効果があった。
　②　相当程度効果があった。
　③　効果があった。
　④　効果がなかった。

　①　追加等更に発展させる。
　②　事業内容の見直し（改善）
　③　事業の継続
　④　事業の中止
　⑤　予定通り事業終了

指標①

協働カレッジ受益者又は
大学との連携で実施する
小さな拠点（地域住民の活
動・交流や生活サービス機
能の集約の場）づくりワー
クショップの中で創出する
プロジェクト数

０→３ 件 3 件

指標②

協働カレッジ受益者又は
大学との連携で実施する
小さな拠点（地域住民の活
動・交流や生活サービス機
能の集約の場）づくりワー
クショップの中で創出する
プロジェクトにより創出する
雇用数

０→１ 人 0 人

指標③

協働カレッジ受益者又は
大学との連携事業で創出
する地域の課題を地域で
解決するコミュニティ・デザ
イン事業（プロジェクト）の
数

０→３ 件 8 件

指標④

協働カレッジ受益者による
民間の資金やノウハウを
活用して社会課題解決型
の事業を実施し，行政がそ
の事業成果に成功報酬を
支払うモデル（SIB等）の発
案件数

０→１ 件 0 件

指標①
地域商社の成立に関する
セミナー参加者

5 名 26 名

指標②
地域産品を活用した新規
商品の数

３→５ 品 13 品

指標③
指宿フェア及び商談会出
展者の商談件数

100 社 337 社

指標④ 創業事業者の数 １→３ 人 6 人

数値以外の事業効果や実績 今後の方針とその理由

①　追加等更に発展させる。
（H29地方創生推進交付金へ発
展）

　セミナー開催や商談会への参加を
通じて、事業者が現在の各自の置か
れている状況の把握や将来に向けた
設計を把握する機運が醸成されてき
た。
　また、地域内事業者間の交流が更
に進んだことで、自発的なコラボ商品
の開発や、地域内素材の積極的な活
用が進んだことで、地域内商品のレ
ベルアップが図られている。

　①　非常に効果があった。

　販売先（都市部、土産品など）を意識した本市産品を
活用した高付加価値商品の開発を推進するとともに、
前年度に実施した主要産品（オクラ、かつお節）の機能
性分析結果を活用した健康志向の商品開発事業を実
施する。
　また、商談会等の主催や出展事業や地域主力商品
（指宿鰹節）のブランド化事業を展開することで、都市部
への販売を図る先行事業者の支援や後続事業者の育
成を実施する。
合わせて、本事業の商品開発や商流分野等の民間移
行を担う地域商社の設立に向けた準備検討を実施す
る。

③　事業の継続

【指標①】
・拠点者間，協働カレッジ受益者同士
の交流から，協働へ
・拠点への好影響（拠点の認知度アッ
プ，講師依頼，出店依頼等）

（プロジェクト名）
・「もく論もOFFICE(もくろもオフィス)」
→イベント等の企画・広報のための事
業を展開中
・商店主が軒先で出店するマーケット
（373マーケット）
・指宿ファシリテーションラボ→ファシ
リテーター（司会進行役）養成講座受
講者による研鑽，交流，実践の場

【指標②】
協働カレッジ受益者の中から，やって
みたいことを具体化し，講師デビュー
（お洗濯のポイント講座，ホームペー
ジ作成講座等）

【指標③】
・協働カレッジ受益者がコミュニティの
中でファシリテーター（司会進行役）と
して話し合いの場づくりや各種プロ
ジェクトへの指導助言
福元区　子育て支援等７プロジェクト
仙田（荒田地区）　1プロジェクト

③　効果があった。

【今後の方針】
（到達指標に関して）
・事業実績を踏まえた課題（情報発信の効果的な手法
や事業の広がり）に対し，拠点者間との連絡会議を定
例開催し，対話の場をとおして，事業改善を図ってい
く。

（背景）
①各拠点からの要望事項と課題の整理
②定期的なコミュニケーションの場の必要性
③イベントを進めていく上での広報や実施に関する情
報共有の場

（未到達指標に関して）
・最終指標達成に向け，拠点との連携及び外部アドバ
イザーの指導助言もいただきながら，取組を行ってい
く。

（その他）
・市民への，プロジェクト活動や各種講座の効果的な情
報発信に努めながら，更なる市民の意識向上と波及効
果の向上につなげていく。
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共創の場づくり事業
（シビック・カフェ事業）

（市民協働課）

7,464,000

Ｈ２８年度地方創生加速化交付金事業の効果検証（最終）
⑥

実績値を踏まえた事業の今後について

④ ⑤

本事業終了後における目標の実績値

１．市民の対話の場及び共創のまちづくり
の場として，市内６箇所に，官民施設を活
用したシビック・カフェを開設した（講座延べ
７６回）。

２．シビック・カフェ拠点等において，地域学
等を学んだり，アイデア創造活動を行った
りしながら，地域を支える人材の育成を行
う協働カレッジ事業を実施した（講座延べ
２８回）。

３．上記の活動を含め，市民により創出さ
れた事業の実施について，市民参画・共創
型実践事業補助金により支援した（３件）。
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指宿市地域商品｢創る・
売る・魅せる｣活性化事
業

（商工水産課・農政課）

18,658,000

１．もうかる指宿育成塾
　全国的にも相当のシェアを誇る本市の農
畜水産品　（豆類，鰹節加工品等など）を活
用した地域商品の開発・改善、デザイン、
販路開拓、商談、商流・物流などの製造か
ら販売までのノウハウを一貫して習得する
プログラムと、地域商品を扱う卸問屋と連
携して商談会への出展及び販売をサポー
トするプログラムを実施して、企業の人材を
育成を図った。
　合わせて、地域商品の販売増進及び、先
のプログラムの販売の実践の場として、販
売機会を設けることで、販路拡大と地域全
体の販売実績の向上を図った。

２．地域商社設立推進事業
　商流の一元化による販売効率の増加が
見込める｢地域商社｣の設立に向けた研修
や可能調査を行った。

単位
交付金事業の名称

No 事業概要
（交付金を充当した事業）

交付金計画書における成果目標値
（目標年月：事業終了後のＨ２９．３）

実績額 （円）
（交付金充当額） 実績値

① 非常に効果があった。

全ての成果目標を達成し大いに効果があった。

② 相当程度効果があった。

一部の成果目標を達成できなかったが，概ね成果が得られた。

③ 効果があった。

成果目標の達成は芳しくないが事業開始前よりも取組が前進・改善した。

④ 効果がなかった。

成果目標値が開始前より悪化した若しくは取組として前進・改善したとは言い難い。
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Ｈ２８年度地方創生加速化交付金事業の効果検証（最終）
⑥

実績値を踏まえた事業の今後について

④ ⑤

本事業終了後における目標の実績値

単位
交付金事業の名称

No 事業概要
（交付金を充当した事業）

交付金計画書における成果目標値
（目標年月：事業終了後のＨ２９．３）

実績額 （円）
（交付金充当額） 実績値

指標①
また住みたいと感じる参加
者の割合

70 ％ 54 ％

指標②

｢南薩移住大学｣を契機と
した移住者数（Ｈ３２．３月
時点目標）

3 人 1 人

指標③

基幹産業（受入産業）の後
継者数（Ｈ３２．３月時点目
標）

3 人 0 人

指標④

指標①
香港からの宿泊者数
対２７年比増率

20 ％ 147 ％

指標②
香港への新規輸出事業者
対前年比増

2 社 1 社

指標③

指標④

無

　平成28年度に策定した誘客戦略をもとに，年次的な
事業展開が実施できている。今年度は，誘客戦略の重
点戦略事業となっている「食・料理を活用したプロモー
ション」や「雑誌等を活用したＰＲ」などを実施することと
している。
今後も，誘客戦略に基づいて各種事業を推進していく
方針である。
　輸出事業においては，海外商談会等での成約の増進
を図るため、地域内貿易商社等と連携したサプライ
チェーン構築による輸出モデルの構築及び輸送コスト
削減による商品競争力の強化を推進する。
　また，地域内において中小規模の商談会を開催し，
商機会の拡充を図り輸出の増進を図るとともに，継続
的な事業体制の構築に向けて，県や貿易支援団体と
連携し事業の集約及び共同化を図り，実施体制の拡充
と経費削減を図る。
　さらに，本事業の成果や今後の方向性を，商工・観光
関係団体と共有する機会を創出しながら，引き続き，官
民一体となった事業推進に努める。

　本市と南九州市において，県内・都市部
在住の大学生などの若年層をターゲット
に，空き家を拠点として活用しながら，就労
体験や地域学を含めた移住体験・まちづく
り提案プログラムを行い，移住促進と，地
方創生人材や基幹産業の担い手の育成を
図った。
　また，参加者には体験中，インターネット
サイトで日々の体験を発信してもらうこと
で，参加者以外への波及効果を図った。

　将来の”地域連携ＤＭＯ※”構築も見据え
ながら，南薩４市及び南大隅町で鹿児島県
南部広域観光物流実行委員会を組織し，
香港において観光と物流事業を連携して効
果的に展開することで，海外観光客の増加
と輸出拡大を図った。

１．香港等を対象とした誘客戦略の策定
２．香港の広告媒体を中心とした情報発信
３．香港観光関係者等の招聘
４．香港商談会への出展
５．輸出スキルアップ事業の実施
６．香港通販への出店

※日本版ＤＭＯ
　：　地域の「稼ぐ力」を引き出すとともに地
域への誇りと愛着を醸成する「観光地経
営」の視点に立った観光地域づくりの舵取
り役として，多様な関係者と協同しながら，
明確なコンセプトに基づいた観光地域づく
りを実現するための戦略を策定するととも
に，戦略を着実に実施するための調整機
能を備えた法人のこと。

①　追加等更に発展させる。
（H29地方創生推進交付金へ発
展）

　誘客戦略を策定したことで，香港を
はじめとするアジア各国へのプロモー
ション手法や受入整備等について年
次的，かつ効果的・集中的に推し進
めることが可能となった。
　また，香港の旅行雑誌へ35ページ
の特集記事を掲載したり，香港にあ
る飲食店を活用した食材・観光ＰＲを
したりしたことにより，認知度の向上
が図られた。
　輸出事業においては，輸出支援団
体（JETROや県貿易団体）や県内貿
易商社との事業連携や商機会の拡
充が図られたことで，本地域内事業
者の輸出に向けた認識の深化や輸
出環境の整備が図られた。特に，県
内貿易商社と連携した小ロット多品
目での輸出事業や県内貿易商社との
マッチングを実施したことで，地域内
でのサプライチェーン構築に向けて取
り組みが進みつつある。

②　相当程度効果があった。

③　効果があった

　参加者から、滞在期間中、終了後であっても、様々な
情報がほしい、移住経験者や地域の人とつながりたい
というニーズがあった。移住希望者でも性別や年代、職
業などで重視している点が異なるため、それぞれの
ニーズを踏まえたきめ細やかな情報提供やアプローチ
が必要である。また、当市を含め、南薩エリアにて移住
者を呼び込もうとしている点は、あまり広く認知されてお
らず、首都圏における継続的な情報発信も必要であ
る。
　これらのことを踏まえ、H29年度の具体的な展開とし
ては、以下のような事業に取り組んでいる。
①Welcomeいぶすきコンシェルジュ（移住相談員）の配
置
　地域おこし協力隊員を１名雇用し、移住相談や下見
の対応、体験メニュー開発、情報発信等を行っている。
②お試し滞在サポート事業
　移住を検討している県外の方に対し、指宿市内への
宿泊を条件に、交通費と滞在費の一部を補助する制度
をH29年４月より新設。滞在中は、地域の案内や地域
住民との交流の場づくりなど、移住希望者のニーズに
寄り添った支援を行っている。
③首都圏における移住・交流セミナーへのブース出展
　県などが主催する移住・交流セミナー（相談会）に職
員を派遣し、移住希望者と直接顔を合わせての相談対
応を行っている。
　また，これらの取組における相談支援対応にあたって
は，引き続き，本事業で行った，地域や仕事とのマッチ
ングなどの手法を生かしながら，移住を検討する人そ
れぞれに異なる実状や希望に応じたマッチング支援
を，地域と協働しながら進めていく。
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｢南薩移住大学｣創設事
業

（市長公室）

7,499,000 ⑤　予定どおり事業終了

　今回の事業は、行政と、地元企業、
地域住民とが連携して取り組んだ。
　事業を通じて地域との関係性が構
築されているため、地域への再訪意
欲も高く、イベント時の来訪やSNS等
を通じた地域住民との交流が続いて
おり、仕事や家族の状況など、条件さ
え整えば、将来的なUIターンも十分期
待できる。
　「受入前は不安もあったが、良い人
材に来てもらい、特技を活かして色々
と助けてもらった。機会があれば、ま
た受け入れたい」など、受入企業をは
じめ、受入に関わった地域の意識が
変わった。地域外の人材を受け入れ
ることに前向きになり、商品開発や情
報発信などを含め、色々な協働が生
まれている。
　広域連携相手である南九州市と
は、今年度、東京において、合同移
住セミナーを行うなど、良い協力関係
が継続されている。

各事業の評価等を踏まえた
地方版総合戦略の見直しの有無

地方版総合戦略を見直す場合はその内
容。見直しを行わないこととした場合はそ
の理由

　本交付金事業においては，一定の効果が認められたことから，今後も，上記の評価結果に基づき，各事業の運用における内容改善や，現行戦略の内容に沿った形で発展さ
せながら，継続してプロジェクトを推進していく必要があると判断する。
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香港における鹿児島県
南部広域観光物流加速
化事業

（観光課・商工水産課）

18,825,000
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